
 

５ 大学の定員増抑制の見直しなど地方創生に資する施策の推進

【最重点】 

（提案要求先 内閣官房・文部科学省） 

（都所管局 政策企画局） 

 

＜現状・課題＞ 

 国は、地方創生を名目として、平成３０年５月に東京２３区の大学における定

員増の抑制を含む法律を制定し、同年１０月には関係政令等が施行された。 

 地方創生の重要性に異論はないが、真の地方創生を実現するためには、地方へ

の人の流れを無理に推し進めることではなく、各地方がそれぞれの個性や強みを

発揮して魅力ある環境づくりを支援することが必要である。 

そのためには、東京を含む地方が自主性をもって実効性のある施策を展開でき

るよう、地方の権限と財源の拡充を図るべきである。 

こうした中、次代を担う人材の育成やイノベーションの創出に極めて重要な役

割を担う大学に対して、場所だけを理由に学生の選択や大学経営の自由を縛る規

制を行うことは、学生の成長の機会を奪うだけでなく、大学の教育・研究体制の

改革を滞らせ、国際競争力を低下させることに繋がりかねない。 

日本全体の持続的な発展のためにも、法律の附帯決議にあるとおり、適切な時

期に運用状況や効果について検証を行い、必要な見直しを行うことが不可欠であ

る。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）真の地方創生の実現のため、東京を含む地方が自主性をもって実効性のあ

る施策を展開できるよう、地方の権限と財源の拡充を図ること。 

（２）東京２３区の大学定員増の抑制やその例外事項について、①効果を検証す

るに当たっては、客観的な第三者機関を設置し、明確かつ適切な指標や基準

を設定すること、②第三者機関は、都などの意見も聞きつつ、速やかに効果

検証を行うこと、③その検証結果を踏まえて、早期撤回を含めた必要な見直

しを実施すること。 

（１）真の地方創生の実現のため、東京を含む地方が自主性をもっ

て実効性のある施策を展開できるよう、地方の権限と財源の拡

充を図ること。 

（２）東京２３区の大学における定員増の抑制等について、明確か 

  つ適切な指標や基準を設定の上、速やかに効果検証を行い、早 

  期撤回を含めた必要な見直しを実施すること。 


